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柳川市男女共同参画推進協議会資料

資料３

柳川市男女共同参画計画進捗状況報告書（概要版）

■「柳川市男女共同参画計画」では、総合的に体系付けた施策事業を推進するため、大項目である6つの「基本目標」、

中項目である16の「施策の方向」、小項目である135の具体的施策を掲げています。 

 

■市では、計画の進捗管理のために、135の具体的施策について、毎年度事業計画や実施状況等を記載した「柳川市男

女共同参画計画進捗状況報告書」（個票）を作成しています。 

 

■本資料は、135の具体的施策の22年度の個票のうち、担当課での実施状況と達成度、次年度に向けた課題・取組方針、

また年度毎の取組経過を取りまとめたものです。 

 

■次回の推進会議では、この135の「具体的施策」のうち、特に皆様からのご意見が多い項目について協議を行う予

定です。 
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男女の人権の尊重

家庭における男女共同参画の推進

男女共同参画社会実演のための意識啓発（１５）

仕事と家庭の両立支援（４）

防災、災害復興における女性の参画拡大（４）

就労における男女共同参画の推進

学校における男女共同参画の推進

新たな分野における男女共同参画の推進
地域おこし、まちづくり等における女性の参画拡大（６）

母子保健事業の充実（４）

農業・漁業及び商工業等自営業における女性参画の推進（４）

男女共同参画に関する教育・学習の推進（１３）

健康福祉の充実 生涯にわたる女性の健康支援（４）

高齢者及び障害者の社会参画等に対する支援（６）

女性の就労に対する支援（５）

男女共同参画に関する教職員等の理解の促進（３）

政策・方針決定過程への女性の参画促進（５）

配偶者及び身近な異性に対する暴力の防止と被害者への支援（１４）

ひとり親家庭などの自立支援（５）

生涯学習活動の推進（１５）

男女協力による子育て・介護の推進（２８）

柳川市男女共同参画計画体系図 

基本目標 施策の方向（具体的施策数） 



達成度 19 20 21 22 23

1 男女の人権の尊重

1

1 広報紙による啓発 1 － ◎ ○ ○ 企画課

2
社会制度・慣行に関
する啓発

0 ◎ ○ ○ － 企画課

3
啓発用パンフレット
の作成・配布

1 ◎ ○ ○ ○ 企画課

4 ホームページの活用 0 － － － － 企画課

5
ガイドブックの作
成・配布

0 － － － ○ 商工振興課

6
意識調査の実施や情
報資料の収集・提供

1 － － ○ ○ 企画課

7
図書館コーナーの充
実

2 ○ ○ ○ ○ 図書館

8
パンフレット等の表
現への配慮

0 － － － － 全庁

平成２２年度実施状況

各種資料を3庁舎窓口に設置。
部数によって公民館や図書館へ
も配置。
窓口での意見徴収は未実施。

　7月の上旬人権週間にて、男
女共同参画の問題と人権問題を
特集として、実施した。

未実施

資料の配置だけではなく、市報
での広報活動等と併せて、より
効果的な啓発を検討する。

具体的施策

国や県で作成されたパンフレッ
トを各庁舎の窓口等に配布し
た。

未実施

印刷物等の配布による啓発が出
来なかった。

年度経過
担当課

6月15日号の広報に啓発記事を
掲載

毎年男女共同参画期間に啓発を
行っているが、単発で終わって
いる。有効な啓発活動の検討が
必要。

啓発の回数を増やすなどの検討
を行う。

取組方針今後の課題

男女共同参画社会実現のための意識啓発

未実施

印刷物等の配布による啓発を図
る。

国や県などの啓発資料等を活用
し啓発を図る。

国・県などから配布される資料
を窓口等に配置しているが、ど
れだけ啓発の効果があるか不
明。

慣行に関する啓発は、地域性、
これまでの経緯、考え方の違い
などがあるため、やり方が難し
い。

長年の積み重ねてきた慣行を見
直すのは容易ではないが、尐し
ずつでも継続的に取り組む。

効果的な意識啓発のやり方がな
かなか見つからない。

国・県のパンフレットなどを活
用し、タイムリーな情報提供に
努めることで、市民の意識啓発
につなげる。

ＨＰを活用した啓発が実施でき
ていない。

ＨＰの活用方法について、先進
地の事例を研究する。

男女共同参画に関することに興
味関心を持っていただくような
資料収集に努める。

前年度に引き続き、関連書籍等
の特集を計画し、実施する。

全庁的な意識共有がなされてい
ない。

基準マニュアル的なものを示
し、継続的に周知を図ること
で、意識共有を図っていく。

1
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

9
男女共同参画週間で
の講演会などの開催

0 ○ ○ ○ － 企画課

10 出前講座の開講 0 － － － － 企画課

11
男女共同参画の学習
セミナーの開催

2 ○ ○ ○ ○
生涯学習課
企画課

12
指導者セミナーの実
施

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

13
参加しやすい開催の
設定

2 ○ ○ ○ ○
企画課

生涯学習課

14
総合保健福祉セン
ターを活用した学
習・活動の推進

2 ○ ○ ○ ○
健康づくり課
生涯学習課

15
市民グループの交流
による学習

2 ○ ○ ○ ○
健康づくり課
生涯学習課

家庭教育講演会や乳幼児教育研
修会及びカルチャラル柳川ふれ
あい文化事業で託児サービス実
施

未実施

未実施

城内、東宮永、昭代公民館で女
性教室を開催

ボランティア団体の情報をまと
た冊子をセンターに配置し、活
動や交流の相談があった際に活
用したが、冊子の周知には至ら
なかった。

　事業の更なる活性化を図るた
めに民間と公的機関の両面のメ
リットを持つ柳川市社会福祉協
議会へ業務委託し、事業展開の
再構築を行う。

他事業との兼ね合いや講師依頼
の関係等で、講演会の開催時期
を強化週間に合わせにくい。

強化週間に併せて行う啓発は重
要だが、事業の内容によって
は、無理に合わせず実施する。

前年に引き続き出前講座の要望
がない。

リーフレット等の配布機会を増
やす。

男女共同参画の考え方の更なる
浸透を図る必要がある。

継続的に事業を実施し、浸透を
図る

ボランティア講演会の開催１
回。

城内、東宮永、昭代公民館で女
性教室を開催

  ボランティア活動を活性化に
するため、それぞれで活動して
いる団体を組織化が必要である
と考えるが、ボランティア活動
をなさっている方の中には、枠
組みにとらわれず自由に活動し
たいとの意見もある。

各団体への交流会参加の働きか
けの強化を行う。

指導者を育成するには、短期間
でできるものではない。

継続して女性セミナー等を開催
し、指導者の育成を図る

参加者にとって好ましい条件を
整える。

条件整備に努める。

　先の震災での災害支援ボラン
ティア活動などが、大きく注目
を集めており、今後、その役割
が重要となるため、更なる事業
の推進が必要である。

2
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2

16
審議会、委員会等へ
の女性の参画促進

1 ○ ○ ○ ○ 全庁

17
審議会、委員会、各
種団体等への女性の
参画状況調査

1 ○ ○ ○ ○ 企画課

18 女性職員の人材育成 3 ○ ◎ ○ ○ 人事秘書課

19
女性職員の管理職へ
の登用

2 ○ ○ ○ ○ 人事秘書課

20
女性職員の職域拡大
と男女平等な職務分
担

2 ○ ○ ○ ○ 人事秘書課

政策・方針決定過程への女性の参画促進

目標値（４０％）達成のため、
計画的に女性登用に取り組む。

H22,4月現在の審議会等の女性
委員比率　23.1％
（※H21.4月現在の比率は
25.8％）

H22,4月現在の審議会等の女性
委員比率　23.1％
（※H21.4月現在の比率は
25.8％）

□ステップアップ女性研修への
派遣　２名
□女性職員自主研修グルーブ
「ステップ２１」の継続と支援
（22年度は19名、全9回の研修
を実施）

一般行政職員のうち、係長以上の役付職員
に占める女性職員の割合は、
　H18.4.1現在　 8.2％（183人中15人）
　Ｈ19.4.1現在   8.8％（182人中16人）
　H20.4.1現在  10.0％（170人中17人）
　H21.4.1現在  12.2％（172人中21人）
　H22.4.1現在  12.7％（166人中21人）
  H23.4.1現在　10.8％（166人中20人）と
推移している

□男女による職域の区分は設け
ていない。
□各職場における男女平等な職
務分担を推進する。

男女による職域の区分は特に設
けてはいないが、庶務的な業務
を女性が担当している職場が多
い傾向にある。

□市町村職員研修所などでの研
修の機会を多く利用し、能力向
上を図る。
□自主研修グループは、参加者
がやりがいや意欲をもって能力
向上に取り組めるようサポート
する。

今後も定期人事異動において、
女性職員の役付昇格をすすめ
る。

目標値（４０％）達成のため、
計画的に女性登用に取り組む。

□今後も男女による職域の区分
は設けない。
□各職場における男女平等な職
務分担を推進する。

目標値（４０％）とは大きな開
きがある。

目標値（４０％）とは大きな開
きがある。

女性職員の人材育成のため、引
き続き、能力の向上と意識の高
揚を図っていく必要がある。

前年度と同様に役付きへの登用
を進める。
退職や組織機構の縮小などに
よっては、役付き任用するポス
トが尐ない年がある。
22年度は女性役付職員の早期退
職により女性の役職職員割合が
減尐した。

3
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

3 配偶者及び身近な異性に対する暴力の防止と被害者への支援

21 婦人相談窓口の充実 3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

22
公的相談窓口との連
絡・連携

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

23
相談機関ネットワー
クの設置

3 △ △ ○ ○ 子育て支援課

24
短期入所生活援助の
充実

3 － － － ○ 子育て支援課

25
県配偶者暴力相談支
援センターとの連携

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

26
医療機関などとの連
携

3 ○ ◎ ○ ○ 子育て支援課

27 相談内容の実態把握 3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

28
公的相談窓口の実態
把握

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

29 他市町の実態の把握 3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

5/26　婦人相談新任者研修
6/24・10/25婦人保護事業新任
研修会に係長が参加

他市町との連携を図りながら誰
でも相談が受けられるようスキ
ルアップをする。

婦人相談員以外の相談員も研修
会に参加する。

医療機関などにＤＶ防止に関す
るパンフレットを配布するな
ど、日ごろから連携を図る

平成22年度と同様に啓発カード
を作成し配布する。

守秘業務遵守
相談解決に向けた関係機関から
の情報提供と情報の保護

要保護児童対策地域協議会の
ケース事例として保護する。

広報（5/1号）やチラシを作成
した。

連携の強化を図る。 継続した取り組みが大事

本年度も啓発カードを作成し、
内６００枚ほどを病院や公的施
設へ配布した。

5/26　婦人相談新任者研修
6/24・10/25婦人保護事業新任
研修会に係長が参加

本市と県との業務・役割の明確
化

連絡会議で調整をする。

互いで受けた相談事例について
は、警察署安全安心課や市役所
安全安心課と常に連絡を取り合
い、関係機関の情報の共有化を
図りながら問題解決にあたっ
た。

関係機関との連携の継続
お互いの業務に対する認識を深
め、役割分担を確認する。

11/25配偶者からの暴力防止対
策南筑後地域連絡会議に課長出
席し連携を図る。

なし 引き続き継続していく

母子生活支援施設入所　１家族 なし 引き続き継続していく

県女性相談所との連絡・連携が
できた。

被害者の安全を第一に考慮し、
更に支援センターとの綿密な連
絡と共に既入所者の状況把握に
努めなければならない。

恒常的に情報の共有と連携に務
める。

4
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

30 支援事業の広報 3 ○ ○ ○ ○
子育て支援課

企画課

31
広報紙による意識啓
発

3 ○ － ○ ○
子育て支援課

企画課

32
パンフレットなどの
作成・配布

3 ○ ○ ○ ○
子育て支援課

企画課

33
ＤＶ防止法に関する
研修

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

34 公民館での人権学習 2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

5/26　婦人相談新任者研修
6/24・10/25婦人保護事業新任
研修会に係長が参加
6/8　民生委員会（女性部会）
において、ＤＶ問題の研修

誰でも相談を受けられる体制作
りをする。

研修会への参加と情報の共有を
図る。

広報による相談日の周知（毎月
１日号）
6/8　民生委員会（女性部会）
において、ＤＶ問題の研修

男女共同参画の視点に立った広
報に掲載するなど意識啓発を図
る。

継続した事業とする。

本年度も啓発カードを作成し、
内６００枚ほどを病院や公的施
設へ配布した。

効果的な広報について、検討す
ることが必要。

国や県が作成したパンフレット
等を利用し、広報に努めるとと
もに、病院等の関係機関にＤＶ
相談窓口の案内パンフを配布す
る。

引き続き継続していく

各公民館において人権学習会を
実施

人権としての男女共同参画の考
え方を更に浸透させる必要があ
る

広報（5/1号）やチラシを作成
した。強調月間の実施を柳川駅
や庁舎内のテロップで流した。

より効果的な広報の方法を検討
する必要がある。

引き続き、11月のキャンペーン
等を行っていくが、より効果的
な広報の方法を検討する必要が
ある。

5
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

4

35
地域やグループでの
学習の促進

0 ○ ○ － ○
生涯学習課
企画課

36
社会教育関係団体等
の男女共同参画学習

0 － － － ○ 生涯学習課

37
公民館での男女共同
参画学習の充実

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

38
自主的な女性の学
級・グループへの支
援

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

39
指導者セミナーの開
催

0 － － ○ ○ 生涯学習課

40
女性人材育成セミ
ナーの開催

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

41
女性スポーツ指導者
の育成

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

42
女性団体の地域活動
促進

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

43 新成人への啓発 0 － ◎ － － 生涯学習課

44
生涯学習まちづくり
人材冊子の活用

－ － ◎ ○ 生涯学習課

45
生涯学習まちづくり
推進計画の策定

0 － ◎ △ △ 生涯学習課未実施 なし

未実施 なし

ホームページで紹介
「生涯学習まちづくり人材バン
ク冊子」の活用方法

「生涯学習まちづくり人材バン
ク冊子」の活用方法の具体的検
討を行う

九州地区体育指導委員研究大
会、県体育指導委員研修会、南
筑後地区体育指導委員研修会、
市体育指導委員研修会（５回）
参加

研修等で学んだことを実践す
る。

女性体育指導委員を積極的に登
用し、スポーツ研修会を開催す
る。

婦人会など女性団体との情報交
換を行った

女性団体の地域活動を促進させ
るような支援を行う必要がある

女性団体への支援を積極的に行
う。

男女共同参画の学習や講演など
の研修行う

各種団体に男女共同参画の学習
会や講演を取り入れるよう働き
かける

社会教育ボランティア団体の把
握

社会教育ボランティア団体の把
握を行う

城内、東宮永、昭代公民館で女
性教室を開催

女性の各種活動への参加及び
リーダー育成の展開をする必要
がある

きっかけとしての女性セミナー
を開催し、長期展望に立ち、指
導者育成を図る

各公民館において男女共同参画
の学習会を開催

男女共同参画研修内容の研究を
行う必要がある

企画課と連携して、研修内容の
研究を行う

生涯学習活動の推進

地域づくり事業（遊び場づくり
事業）は継続できたが、男女共
同参画とは異なる活動となっ
た。

地域づくり活動と男女共同参画
の考え方が一致しにくい。

地域づくり活動に男女共同参画
の視点を取り入れられないか検
討していく。

未実施

自主成人学級における講師料の
補助を行った。
補助件数98件

自主成人学級の増加
広報や公民館等を通じて、市民
への自主成人学級制度の浸透を
図る

未実施

6
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

46
社会教育関係者の女
性登用促進

1 － － ○ ○ 生涯学習課

47
妊婦、育児中の方の
イベント参加促進

2 ○ ○ ○ ○ 全庁

48 国際理解教育の推進 2 ○ ○ ○ ○
生涯学習課
企画課

49
国際的な視野を持つ
人材の育成

2 ○ ○ △ ○
生涯学習課
企画課

青尐年海外研修事業への参加補
助を行った。
「県女性研修の翼」の広報を
行った。

人材の育成は短期間にできるも
のではない、継続して実施する
ことが必要。

青尐年海外研修事業への参加者
に対し補助を行う。
継続していきながら、地道に人
材を育成していく。

家庭教育講演会や乳幼児教育研
修会及びカルチャラル柳川ふれ
あい文化事業で託児サービス実
施

イベント時の託児サービス等
は、イベントの規模や施設面、
スタッフ面等で十分な対応が難
しい。

妊婦、子ども連れの方も参加し
やすいイベントとなるよう環境
の整備に努める。

ハートフルスピーチコンテスト
事業の支援を行った

広く市民の参加を求める必要が
ある。

ハートフルスピーチコンテスト
への出場者、参加者が増加する
ような支援を行う

社会教育委員１５人中女性は５
名

女性の登用率の上昇
社会教育委員の任期がＨ２３年
１０月３１日であり、推薦団体
等を検討する。

7
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2 家庭における男女共同参画の推進

1

50
仕事と家庭の両立に
関する意識啓発の推
進

1 ○ ○ ○ ○ 企画課

51
家庭教育講座などの
充実

2 ○ ○ ○ ○
健康づくり

課
生涯学習課

52
男性向けの家庭生活
講座などの充実

0 ○ ○ ○ ○
健康づくり

課
生涯学習課

53
事業者に対する意識
の啓発

2 － ◎ ○ ○ 商工振興課

■県が行う子育て女性や事業者
向けのセミナーについて、市報
掲載し啓発を図った。
■市ホームページによる登録推
進を行った。

事業者への意識啓発を図り、福
岡県が推進する「子育て応援宣
言企業」への登録も推進する。

市ホームページにて常時掲載
し、登録推進を図る。

父子健康手帳交付数　２２９人

初めて父親になる者に配布をす
ることで、育児の意識づけ、
きっかけになると思われるの
で、継続して配布していく必要
がある。また、子育て支援セン
ターとの連携を図っていく必要
がある。

母子健康手帳交付時に、父子健
康手帳の内容や活用方法を説明
し父親に必ず渡してもらうよう
説明する。

東日本大震災のため健康まつり
を中止したので、実践できてい
ない。

父親の参加可能な日は休日が多
いが、家庭生活での男性の参加
を促すには、平日の事業参加へ
の意識改革も必要と考える。

子育て支援センターと連携し、
親子で参加できる事業の案内時
に、父親の参加も可能であるこ
とを紹介し、参加しやすい環境
をつくる。

国・県等のチラシを窓口等に設
置。

定期的な啓発の機会が設定でき
ていない。

　他の機関との連携による情報
交換の検討及び、ワークライフ
バランスに関するチラシ等を活
用し、定期的な啓発に努め
る。。

仕事と家庭の両立

8
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2

54
乳幼児医療制度の啓
発

3 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

55
子育てボランティア
活動の広報啓発

2 － ◎ ○ ○
健康づくり課
子育て支援課

56 子育て相談の充実 3 ○ ○ ○ ○
健康づくり課
子育て支援課

57 学童保育所の充実 2 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

58
子育て支援短期利用
事業の実施

2 － ○ ○ ○ 子育て支援課

59 延長保育などの促進 3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

60 一時保育の促進 3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

保護者の需要により、17園（自
主事業含む）していたが、未実
施園でも検討していく。

延長保育の実施が本当に就労支
援の目的とあっているのか。

延長保育の本来の目的と、子ど
もの保護者との関わり方の重要
性を機会があるごとに伝えてい
く。

平成２２年度に評議委員会設置
義務と経理区分の明確化が適用
除外となり、事業開始園が増え
る見込み。

事業開始届がしやすくなった
が、自主事業として、一時保育
を実施している園がある。

未届け園に対し、第２種社会福
祉事業の届けの依頼をしてい
く。

学童保育所の未設置校区の小学
校の聞き取り調査を実施し、ア
ンケートの方法を検討した。

未設置校区学童保育所のアン
ケート結果による方向性の検
討。現在開設している学童保育
所の時間延長。

アンケートを集計し、関係機関
や地域との協議

平成２２年５月１日広報掲載
利用者２名

事業の円滑かつ効果的な運営に
努める。

市民へ制度の周知を図る。

「広報やながわ」を活用しての
子育てボランティアに関する情
報発信は、紙面の都合上、掲載
を見送り、センターでの相談、
情報提供に留まった。
子育てプラスネット会議に3回
出席し、子育て情報を共有し、
市の情報を提供できた。

子育て中の市民と子育て支援ボ
ランティアとを結びつける仕組
みの構築。
子育てボランティア活動の育成
を図り、地域ぐるみでのネット
ワークづくりを支援する。

新設されるファミリーサポート
センターと連携した市民とボラ
ンティアの新たなコーディネー
ト方法の構築と実施。
地域の子育て情報の収集を実施
し、広報等で紹介募集してい
く。

第１子２３８件（のべ３０３
件）、電話連絡１５０件、乳幼
児健診未受診者訪問４３件
双方の事業を実施した。
こんにちは赤ちゃん事業536件
養育支援訪問事業103件

全世帯に訪問する。
訪問を拒否する家庭がある。

新生児訪問事業とこんにちは赤
ちゃん事業とをタイアップし、
第１子は健康係で第２子以上は
子育て支援課で全戸訪問する。
母子手帳交付時や出生届時に事
業の説明をする。

男女協力による子育て・介護の推進

市報７月１日号に医療証更新と
あわせ記事を掲載した。また、
市民課窓口で転入者に配付する
手続き一覧表の見直しを図り申
請漏れがないよう配慮した。

他市町村でも実施されているた
め、保護者の認知度は高い。但
し本市の場合は３歳以上の児童
について所得制限を設けている
為、転入者には前住地で所得証
明を取得するなどしてもらう必
要がある。

転入者がスムーズに医療証の交
付を受けることができるよう、
市のホームページに、転入者は
前住地の所得証明、前住地が県
内の場合は受給証明等が必要と
なることの周知を図る。

9
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

61
乳児保育や障害児保
育の促進

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

62
地域子育て支援セン
ターの充実

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

63
シルバー人材セン
ターによる子育て支
援事業の支援

3 ○ ○ ○ ○ 商工振興課

64
男性職員の育児休業
取得の促進

1 － － － ○ 人事秘書課

65
子育てセミナー・親
子教室などの開催

2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

66
育児教室などへの父
親の参加促進

2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

67
子育てボランティア
活動の育成

3 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

68
ファミリーサポート
事業の検討

2 － － ◎ ◎ 子育て支援課

年3回の子育てプラスネット会
議に参加し、市内の子育てサー
クルの活動状況の確認や情報提
供をおこなった。

子育てサークルの代表者の交替
で、活動休止のサークルがでて
きている。

継続的にプラスネット会議への
参加により、活動の支援をす
る。

設置自治体を視察し、平成２３
年度から社会福祉協議会に委託
し事業を開始

援助会員となるには講習受講が
必要なため、援助会員の確保が
厳しいのではないか。

広報やチラシを配布し、いろん
な会合に出向き講習会への参加
協力を依頼

父子健康手帳交付数　２２９人

母子健康手帳交付時に、父子健
康手帳の内容や活用方法を説明
し父親に必ず渡してもらうよう
説明する。

訪問時や乳幼児健診時に、父親
の育児協力内容などについて尋
ねる。

マタニティセミナー４回、妊婦
１２人、夫１１人参加

今後も妊婦体験、赤ちゃんの抱
き方体験だけでなく、父親が出
来る育児内容や協力内容などを
伝えていき、男女協力して子育
てが出来るように推進してい
く。

継続して、市報や母子手帳交付
時にＰＲしていく。

子育て支援事業に対する補助が
出来た
補助金交付額：２，０００千円

事業の円滑な推進と補助に係る
支援

事業の円滑な推進と補助に係る
支援

育児休業の取得、再取得及び取
消の要件等を緩和するなど、よ
り育児休業を取得しやすい制度
になるよう条例を改正した。

育児休業を取得しやすい制度に
見直したが、男性職員の取得は
なかった。

引き続き男性職員が取得しやす
い環境、雰囲気づくりに努め
る。

障害児保育は対象者６人を５園
で実施した。

年々増加し、加配している園に
補助金として交付しているが、
複雑で児童により対応が違い厳
しい状況

補助金の増額の検討が必要では
ないか

参加組数及び相談件数共に、
年々増加し充実している。

子育て相談や育児不安の解消の
場として、さらに充実させる。

スタッフ対象の研修会等に積極
的に参加し、充実を図る。

10
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

69 地域交流活動の促進 2 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

70
主任児童委員及び民
生児童委員の活動促
進

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

71
福祉サービスの利用
意向の把握

2 ○ ○ ○ ○ 福祉課

72 介護保険制度の普及 2 ○ ○ ○ ○ 福祉課

73 介護支援情報の広報 3 ○ ○ ○ ○ 福祉課

74
高齢者や障害者に対
する意識の啓発

3 ○ ○ ○ ○ 福祉課

□保健福祉ガイドブックを作成
し、福祉の窓口や民生委員、在
宅介護支援センター等を通じて
在宅支援情報の周知を図った。
□窓口での相談や出前講座の
際、必要に応じて保健福祉サー
ビスの情報提供を行った。

保健福祉サービスの情報提供を
幅広く行う。

保健福祉ガイドブックを作成
し、幅広く周知する。

福岡県社会福祉協議会主催認知
症介護実践研修、認知症介護
リーダー研修、認知症対応型
サービス事業管理者研修等につ
いて、市内の介護施設に対して
情報の提供を行った。

介護従事者のスキルアップ、意
識向上のための情報の提供を行
う。

公的機関の研修等の情報があれ
ば積極的に施設等に情報提供を
行う。

□高齢者見守りネットワーク協
議会の構築ができなかった。
□認知症サポーター養成講座開
催回数（６回）受講者１９２人

認知症高齢者や一人暮らし高齢
者の見守りネットワーク組織体
制づくり

先進事例を調査する。

□介護保険証交付会１２回
□出前講座　　６回

できるだけ多くの人に介護保険
制度についての周知を図る。

□毎月６５歳の誕生日を迎える
人を対象に介護保険証の交付と
あわせて、介護保険制度の説明
会を開催する。□出前講座等で
団体やグループへ制度の周知を
図る。

５園で実施した。

保育所体験特別事業として、実
施してきたが、平成２３年度か
ら地域子育て拠点事業との類似
していることから事業の見直し
が行われ補助金が廃止となっ
た。

保育所の開放や園行事への参加
などで地域との交流の場を提供
していく。

・主任児童委員会例会への参加
・児童虐待に関する研修（にじ
色CAP）
・児童虐待に関する小・中学校
長会研修会に併せて参加

なし 引き続き継続していく。
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【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

75
在宅福祉サービスの
充実

2 ○ ○ ○ ○ 福祉課

76
家族介護支援事業の
充実

2 ○ ○ ○ ○ 福祉課

77
在宅介護支援セン
ター事業の充実

2 ○ ○ ○ ○ 福祉課

78 介護予防事業の充実 2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

79 介護予防施設の活用 2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

80
福祉ボランティアの
育成

1 ○ ○ ○ △ 健康づくり課

81 介護家族の交流推進 3 ○ ○ ○ ○
福祉課

健康づくり課

グループホーム・小規模多機能
型居宅介護事業所共に2ヶ月に1
回の推進会議を開催し、意見交
換・情報交換を行った。

グループホーム運営推進会議の
中で、できるだけその行政区と
の交流を図るよう提言する。

グループホーム等の地域密着型
サービス事業者では、利用者や
その家族、区長、民生委員、行
政等が2ヶ月に1回集まり、運営
推進会議で意見・情報交換を行
う。

介護予防施設２ヵ所でのいきい
きクラブの実施

参加者の固定化 新たな参加者の確保

いきいきクラブで、ボランティ
アに協力してもらい、調理実習
を実施。１０カ所１５２人の参
加者に対し、ボランティア６名
が協力。

新たなボランティアの育成
ボランティア育成のためには、
健康づくり課単独での実施は難
しい

□高齢者支援会議開催　6回
□健康係、包括支援センターと
の連携会議　　12回
□介護予防教室　84名参加

介護予防教室の参加者の拡大
魅力ある介護予防教室の実施方
法を検討する。

いきいきクラブ　１８２回　２
１０１人

参加者の固定化 新たな参加者の確保

地域デイサービスの開催　月に
１回～２回
三橋５ヶ所、柳川1ヶ所、大和
１ヶ所で実施。

□保健福祉ガイドブックを作成
し、在宅サービスについて多く
の方に周知を図る。
□地域デイサービスの開催箇所
を増やし、一人暮らし老人の閉
じこもり、孤立化を防ぐ。

□保健福祉ガイドブックを作成
し、周知を図る。出前講座や在
宅介護支援センター・民生委員
等を通じて多くの方に周知を図
る。
□地域デイサービスの開催につ
いて、民生委員ほか地域の役員
に協力、理解を求める。

□5/1号市報「ホームヘルパー2
級要請研修の受講者募集」を掲
載

できるだけ多くの方が申し込み
をされるよう、周知を図る。

市報に募集の記事を掲載する

12
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

3

82
各種支援サービスの
利用促進

3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

83 相談・指導の充実 3 ○ ○ ○ ○ 子育て支援課

84 支援団体の育成 0 ○ ○ △ － 子育て支援課

85 市営母子住宅 2 ○ ○ ○ ○ 建設課

86
母子家庭等医療制度
の啓発

3 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

・子供が成人したら、退去する
ことになっている。入居すると
きは素直に同意するが、いざそ
の時になったらなかなか退去し
ない。それに対しての強制力も
ない。強制的に排除すれば、福
祉や母子家庭支援と相反する結
果となる。

・該当者への事前通知及び未退
居者への口頭、文書等による退
去促進
・明渡請求などの法的措置（退
去後の住宅確保が重要）
・父子世帯向け住宅の設置（既
存施設の活用等）

市報７月１日号に医療証更新と
あわせ記事を掲載し、周知を
図った。

市報への掲載及び子育て支援課
との連携により、受給できるの
に申請していない女子はほとん
どいないと思われるが、父子家
庭に周知されていないと考えら
れるので、父子に対して制度を
理解してもらうことが必要。

市広報掲載時などに対象者など
の受給資格関係の説明を加え
る。

事業廃止 なし

・引き続き、筑紫団地を母子世
帯向け住宅として運営。
・子供が成人した入居者には、
明け渡しを促し、入居待機者を
入居させた。

ひとり親家庭などの自立支援

自立支援教育訓練給付金事業
１名
高等技能訓練促進費事業
１６名

母子家庭の母の自立支援につい
て周知が未だ不足している。

広報誌等で周知を図る。

母子協力員を廃止し、職員を配
置して事業の充実を図った。
5/20母子協力員研修会
5/26婦人相談・母子相談新任研
修

母子家庭の支援については、総
合的な支援は要求されるので連
携が必要である。

他の関係機関へ繋げる。
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【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

3

1

87
事業者に対する労働
関係法規の周知と意
識の啓発

3 － ◎ ○ ○ 商工振興課

88
市民に対する労働関
係法規の情報提供

2 － ◎ ○ ○ 商工振興課

89
事業者向けの労働セ
ミナー等の開催

0 － － － － 商工振興課

90
市民向けの労働セミ
ナー等の開催

3 － － ○ ○ 商工振興課

91 女性労働相談の実施 2 ○ ○ ○ ○ 商工振興課
継続した労働相談会の実施と啓
発強化

パンフレットの配布、市報等に
よる意識啓発が出来なかった。

□福岡県労働者支援事務所との
共催で、労働相談会及び就職相
談会を開催した。
□県の子育て女性就職支援セン
ターの事業案内などを市報及び
市HPにて案内した。

庁舎にパンフを配架した。
市HPに福岡労働局HPを紹介し、
労働契約法、
パートタイム労働法などについ
ての啓発を行った。

市HPで、国所管のHPを常設し、
情報発信を行った。
大和庁舎にパンフを配架し、情
報提供を行った。

国や県からのパンフレット等の
配架や市HPによる啓発

商工団体と連携し啓発を図る。
商工団体と連携して、印刷物の
配布または、市報や会報などに
よる意識啓発を図る

情報提供の強化 市HPやパンフによる情報発信

啓発強化を図る。

国や県からの情報について、常
時啓発を行う。

労働相談会の実施及び広報での
周知を行う。

セミナーの開催及び広報での周
知を行う。

県労働者支援事務所からの相談
会やセミナーの市報掲載やチラ
シの配布などの情報提供を行っ
た。

就労における男女共同参画の推進

女性の就労に対する支援

14
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2 農業・漁業及び商工業等自営業における女性参画の推進

92
女性の参画促進によ
る労働環境の整備に
関する啓発

2 ◎ ○ ○ ○
農政課

商工振興課
水産振興課

93
女性の技能向上支援
研修

2 ○ ○ ○ ○ 商工振興課

94
技能向上のための講
習会等の開催

3 ○ ○ ◎ ○ 農政課

95
経営への男女共同参
画促進

2 ○ ○ ◎ ○
商工振興課
農政課

女性担い手育成支援会議（2
回）　農業経営講座（１回）
農業女性ネットワーク会議（１
回）
家族経営協定研修会・調印式
（各１回）

商工会議所・商工会の女性会ど
うしの連携・協力体制づくり
経営研修会、家族経営協定研修
会等、これから必要と思われる
取組みに対する委員の参加は尐
ない。

女性会役員どうしの情報交換す
る機会をもつように努める。
委員としての役割を考慮頂き、
見識を深めるためにも、研修会
への参加を働きかける必要があ
る。

柳川市「起業・創業セミナー」
開催（１回）
修了者/９名（うち女性３名）
講師/中小企業診断士２名

セミナーの開催時期を含め、開
催回数を２回にする。

上期・下期に分けて行い、働い
ていらっしゃる方にも参加しや
すい日時にする

農業担い手ステップアップ講座
Ⅰ農業経営講座（１回）
Ⅱ大型農業機械安全操作講習会
（１回）
Ⅲ栽培技術講習会（１回）
Ⅳ伝統食講座（農産物加工）3
回

講座の内容について、より発展
的な研修を継続性をもたせなが
ら、組み立てていくことが必
要。

やや専門的ではあるが、興味関
心がもてるような研修内容とす
るため、担い手育成支援会議で
の発案や研修講座生の要望をで
きるだけ具体化したものとす
る。

・意見や情報交換については、
取り組みが出来なかった。
・女性担い手育成支援会議（2
回）
・農業女性ネットワーク会議
（1回）
・家族経営協定研修会・協定調
印式（各１回）
・市民まつり漁業部会（4回）
・ジャンボ巻き寿司打合せ会議
（2回）

商工・農業・漁業の各女性会で
の連携・協力体制づくり、情報
交換の場の設定が必要。
女性農業者育成支援事業の内
容、参加者の検討。各講座、家
族経営協定研修会などで経営参
画や労働環境の考え方につい
て、より進歩的なものとなるよ
う、また研修参加者が増加する
よう施策の工夫が必要。

・商工業に携わっている女性家
族従事者や女性漁業従事者どう
しの意見や情報交換を行う。
・事業的に内容を発展させるた
め、昨年度参加者に継続して講
座参加を呼びかける。また、新
規に受講者を募集し、新しい技
術課題、よりよい労働環境など
柔軟なものの見方を学ぶ機会と
する。
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【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

4

1

96
学校教育活動におけ
る男女共同参画の推
進

2 － － △ △ 学校教育課

97
家庭科、技術・家庭
科での男女共修の内
容充実

3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

98
身体及び生命に関す
る教育の充実

3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

99 心の教育の推進 2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

100
ボランティアなど勤
労体験学習の推進

3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

101 福祉学習の推進 2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

102 環境保全学習の推進 3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

小学校は生活科、社会科、理
科、総合的な学習の時間に、中
学校は、理科、社会科、技術家
庭科の時間の他、特別活動をと
おして環境教育を行う。また、
２２年度末、環境副読本「やな
がわ」を作成した。

特になし 引き続き継続していく

小学校は総合学習や特別活動の
時間に、中学校は職場体験学習
や進路指導等を通じて学習し
た。

特になし 引き続き継続していく

中学校において、職場体験学習
の際に、一部の生徒が福祉施設
での学習を行った。

受入施設や受入人数等の関係が
あるため、今以上の学習は難し
い。

現時点では難しい。

道徳、総合的な学習、保健体育
の時間に「性差の正しい理解や
生命の尊厳等」を育む授業を
行った。

特になし

学校における男女共同参画の推進

男女共同参画に関する教育・学習の推進

学校教育現場では、男女共同参
画が進んでいる状況であるた
め、現時点での推進委員会の設
置は必要ないと判断した。

特になし 引き続き継続していく

小学校では家庭科、中学校では
技術・家庭科を共修した。

引き続き継続していく

教科、全領域で豊かな心をもっ
た子どもを育成するため、「心
の教育」の中で、男女共同参画
に関する学習を行った。

いじめ等の問題行動の撲滅まで
には至っていない。

引き続き継続していく

特になし 引き続き継続していく
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【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施



達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

103
児童･生徒が相談し
やすい体制の充実

3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

104 進路指導の充実 2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

105 生徒指導の充実 2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

106
学校・家庭・地域の
連携

2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

107
ゲストティーチャー
制度の活用

2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

108 情報化教育の充実 2 ○ ○ ○ ○ 学校教育課
教科や特別活動を通じて、情報
モラル教育を行った。

インターネットや携帯電話の普
及により、様々な新たな問題が
増加しており、情報モラル教育
が必要な状況である。

情報モラル教育を積極的に実施
するよう指導していく。

学校だよりは月１回程度、PTA
だよりは学期毎、その他学級だ
より等を発行して、保護者や地
域住民に学校の教育活動を啓発
した。

たよりや集会、懇談会等で学校
の教育活動は啓発しているが、
男女共同参画との関わりは、間
接的なものである。

施策内容からして、現時点で
は、男女共同参画との関わり
は、間接的にしかできない状況
である。

ゲストティーチャー制度を活用
し、教育の充実を図った。

ゲストティーチャー制度を各学
校活用しているが、男女共同参
画の観点からの教育での活用に
なっているかは疑問である。ま
た、ゲストティーチャーも人材
不足である。

引き続き継続していく

進路指導においては、個人の能
力、適性に応じた指導を行い、
中学校卒業生６７５人のうち、
進学では公立高校３８１人、私
立高校２８２人、また就職その
他が４人であった。

４月１日現在で未定者が８人お
り、未定者がない状況にする必
要がある。

進路指導のさらなる徹底のた
め、家庭との連携を強化する。

社会性の育成のため、積極的な
生徒指導を行った。

生徒指導は個性の伸長には必ず
しも繋がらない面がある。

個に応じた生徒指導の徹底を図
る必要がある。

教育相談月間の５月に全児童生
徒への教育相談を実施。
小学３年生の児童生徒に相談先
の電話番号を記した電話相談
カードを配付した。（４年生以
上は２年毎。）

特になし 引き続き継続していく
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達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2

109
就学前教育関係者へ
の意識啓発

0 － － － － 学校教育課

110
教職員の意識向上、
人材育成

3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

111
女性教職員の人材育
成

3 ○ ○ ○ ○ 学校教育課

教育研究所において、年間計画
により、教職員の研修及び研
究、論文募集を行ったほか、教
育指導室による全教職員に対し
ての新学習指導要領の研修会、
管理職を対象とした研修会を実
施した。

特になし 引き続き継続していく

校長試験や教頭試験など、女性
職員に管理職試験への受験を推
進した。

特になし 引き続き継続していく

私立幼稚園の管轄が県であるこ
とから、幼稚園教諭に対する資
料や研修・セミナーを把握でき
ないため、実施していない。

なし なし

男女共同参画に関する教職員等の理解の促進
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達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

5

1

112
各種健康診査や指導
教室などの充実

2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

113
育児教室などへの父
親の参加促進

2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

114
指導・相談体制の充
実

3 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

115
健康診査の受診率向
上

3 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

訪問件数２３８件（のべ３０３
件）、電話連絡１５０件

出生連絡票に母親の携帯電話を
記入してもらうことで、未連絡
者はいなかった。

全世帯訪問の説明をし、携帯電
話など必ず連絡のつく連絡先を
かいてもらう。

妊婦健康診査回数１４回、妊婦
健康診査補助券交付数５８２冊

妊婦健康診査補助券が１４回に
なったことで、検診料の負担が
減り受診率の向上を図る。

妊婦健康診査が１４回受けられ
るようにする。

母子健康手帳交付集団説明会２
８回、２０９人

喫煙や飲酒の弊害について啓発
していく。

集団交付説明会や機会あるごと
に、啓発していく。

母子健康手帳交付５８２冊、父
子健康手帳交付２２９冊

計画どおり情報提供できたの
で、今後も継続していく。

従来どおり、父子健康手帳を交
付するとともに、乳幼児健診等
でも情報提供していく。

母子保健事業の充実

健康福祉の充実

19
【達成度評点】　　  3；100％達成、　 2；50％以上達成、 　1；50％未満、　 0；未実施

【年度経過欄】　　◎；事業開始・拡大、○；事業継続、△；事業縮小、－；事業未実施
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平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2

116
女性のための健康診
査の充実

2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

117
心身に関する健康講
座の開催

2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

118 健康相談の充実 2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

119 食生活学習会の充実 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

●地域での活動の拡大により幅
広い年齢層への食生活について
の伝達講習会への取り組みの強
化をし、
そのための会員の自主学習会を
充実させる。

引き続き、三橋、大和は特に利
用者が固定されているため、保
健センターではなく庁舎ロビー
で実施する。

ストレッチ＆ウォーキング教室
6回　89人
減る脂～栄養教室
3回　31人

Ｈ２１年度から女性特有のがん
検診推進事業により、年齢に
よって、無料クーポンでの子宮
がん検診・乳がん検診を受ける
ことができるようになったた
め、より受診率の向上に努め、
受診しやすい環境を整えること
が課題である。

無料クーポンの対象者には、個
別通知により受診勧奨する。ま
た、集団検診では、混雑や待ち
時間の解消を図る

生涯にわたる女性の健康支援

今後も若年層の参加者を増やす
ために継続して内容の検討を継
続する。

教室名称や時期の変更を行なっ
てみる。

食進会の伝達活動において、活
動賀広がってきているが、参加
者や地域の固定化がある。

マンモグラフィ　集団検診１０
回　６８５人、個別検診４５７
人、子宮がん検診　集団検診
５回　１７２人、個別検診３５
９７人

総合健康相談　１２回
６４歳以下　53人　６５歳以上
１21人
個別相談　7回　9人

Ｈ２１年度から、三橋・大和は
庁舎ロビーで実施したことで、
６４歳以下の年齢層の相談者や
新規の人は、増えてきたが、利
用者の固定化という課題の解決
には至っていない。

●ヘルスメイト養成講座９６人
●出張健康講座５２５人
●離乳食教室９６人●幼児食教
室６０人
●食進会による地域への伝達活
動９６３人
●介護予防事業１５８人●食進
会学習会・伝達事前学習会１９
６人
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達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

3

120
シルバー人材セン
ター事業の充実

3 ○ ○ ○ ○ 商工振興課

121
高齢者の職業相談の
充実

2 ○ ○ ○ ○ 商工振興課

122
高齢者の学習機会お
よび内容の充実

2 ○ ○ ○ ○ 生涯学習課

123
バリアフリー対応型
の公営住宅整備

2 ○ ○ ○ ○ 建設課

124
高齢者等に対応した
道路環境の整備

2 ○ ○ ○ ○ 建設課

125 交通手段の確保 2 ○ ○ ○ ○ 企画課

・居住したままでのバリアフ
リー化は、現実的に難しい。
・本格的に高齢者や障害者向け
の住居を提供するのであれば、
公営住宅としてではなく、福祉
施設としての整備が必要。

・市営住宅ストック総合活用計
画に基づく建替事業の実施
・高齢者や障害者世帯のバリア
フリー化改修工事の計画的実施

地区からの要望や市民からの苦
情に対し、後手に廻った対応に
なっているので、
高齢者や障害者の立場になって
対応していきたい。

通常の維持修善費の外に、別枠
での予算の確保が必要。

□バス生活路線の確保（補助金
支給）
□福祉巡回バスの運行（蒲池・
昭代・両開ルート）

交通空白地域への対応が十分で
はない。

柳川市地域公共交通会議で、総
合的に交通体系の見直しを検討
する。

東宮永小学校の西側に歩道を設
置した。

・会員確保のため、会報誌や市
報を活用した募集を行った。
・ハローワーク発行の求人情報
を各庁舎窓口に配架。三橋庁舎
設置の職業相談室での商業相談
や求人情報の提供を行った。

高齢者が培った経験と知識を活
かして、さらに就労・社会活動
が出来るよう支援が必要。

シルバー人材センターとの連携
による、高齢者の就労機会の拡
充。
求人など高齢者の就労に関する
情報の提供。

大和公民館で寿大学、三橋公民
館でけやき学園を実施

高齢者の方にとって有益な内容
の実施

受講したい内容などの把握に努
め、充実を図る

運営費補助金として１２，６０
０千円
事業費補助金として　４，００
０千円

継続的な支援の確保と、市補助
金や国費による交付金が減尐し
ているので効率的な団体運営が
求められる。

運営費補助金は削減されるが、
事業費については補助する方向
であるので実施事業の開拓を図
る。

中山団地（全戸バリアフリー
化）の建替工事完了

高齢者及び障害者の社会参画等に対する支援
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達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

6

1 地域おこし、まちづくり等における女性の参画拡大

126
地域活動に関する広
報の充実

0 ○ ○ － ○
生涯学習課
企画課

127
男女共同参画に関す
る市民団体活動の情
報提供

0 － － － ○
生涯学習課
企画課

128
ボランティア活動へ
の参加促進

1 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

129
性別・世代を超えた
地域交流事業の促進

0 － － － ○
生涯学習課
福祉課

130 市民活動の支援 2 ○ ○ ○ ○ 健康づくり課

131
市民活動における女
性リーダーの育成

0 ○ ○ ○ ○
生涯学習課
企画課

ボランティア講演会を1回開催
した。

効果的な広報を検討する必要が
ある。

関係課と連携し、効果的な広報
方法を研究する。

全国的に災害復興支援ボラン
ティアなどが、注目されている
が本市でのボランティア団体数
の増加傾向などは見られないた
め、従来の取り組みを見直す必
要がある。

事業の更なる活性化を図るため
に民間と公的機関の両面のメ
リットを持つ柳川市社会福祉協
議会へ事業委託し、事業の再構
築を行う。

庁内でも連携し、市民活動に対
する支援・協力のあり方の研
究・先進事例の調査などを行
う。

「生涯学習まちづくり人材バン
ク冊子」への登録は随時行うの
で、さらに人材の把握に努め
る。
県等が実施する女性リーダー研
修等を市報や市HP等を活用し
て、積極的に広報を行う。

福祉課との連携

　講演会参加者人数の伸び悩
み。

事業の更なる活性化を図るため
に、民間と公的機関の両面のメ
リットを持つ柳川市社会福祉協
議会へ事業委託し、事業展開の
再構築を行う。

未実施
地域で活動されている女性リー
ダーの把握

未実施

未実施 活動の把握ができていない。

新たな分野における男女共同参画の推進

未実施 福祉課と適宜連携を図る。

　ボランティア講演会の開催1
回
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達成度 19 20 21 22 23

平成２２年度実施状況
具体的施策

年度経過
担当課取組方針今後の課題

2 防災、災害復興における女性の参画拡大

132
女性を含めた防災
リーダーの育成

2 ○ ○ ○ ○
消防本部
安全安心課

133
地域住民に対する防
災意識の啓発

2 ○ ○ ○ ○ 安全安心課

134
男女共同参画の視点に
立った各種防災計画及
びマニュアルの作成

0 － － △ － 安全安心課

135
地域防災活動等にお
ける女性の参画の促
進

2 ○ ○ ○ ○
消防本部
安全安心課

防災訓練に婦人会消防クラブか
ら参加していただき、実動訓練
を行った。

新たな自主防災組織の設立支援
を通して、防災リーダーの育成
を図る。

資機材の提供をはじめ、啓発活
動に取り組む。

未実施
災害に関する各種計画等を作成
する場合は、男女共同参画に対
する配慮を行う。

災害に関する各種計画等を作成
する場合は、男女共同参画に対
する配慮を行う。

新たな自主防災組織の設立支援
を通して、防災意識の醸成を図
る。

資機材の提供をはじめ、啓発活
動に取り組む。

防災訓練には婦人会消防クラブ
にも参加していただき、実動訓
練を行った。

・出前講座で、防災マップを利
用した講座を行った。
・市報に風水害に関する記事を
掲載し、災害への備えを促し
た。

新たな自主防災組織の設立支援
を行い、地域ぐるみの活動を促
進する。

資機材の提供をはじめ、啓発活
動に取り組む。
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